
障害者福祉システム等標準化検討会
（第３回）

令和８年度下期に検討を要する主な論点
（事務局案）

令和８年９月25日

事務局提出資料

障害者福祉システム等標準化検討会（第３回）

令和８年９月25日 【資料２】



1

１．令和８年度下期に検討を要する主な論点について

○ 標準仕様書【第6.0版】を改定するための主な検討論点及び改定時期は以下のとおりです。

改定時期関連個所見直しの契機検討論点No

令和９年１月

※No.２の検討状況
により令和９年３月
の可能性がある

２頁制度改正補装具費支給決定情報の障害福祉ＤＢへの連携対応の検討１

３頁制度改正令和９年度報酬改定に向けた対応の検討２

４－５頁制度改正以外
一部機能経過措置の対象機能等の標準化基準上の取扱い
に係る検討

３

※１ 標準化PMOツールや関係省庁、検討会構成員からのご意見・ご質問等を踏まえ、上記の改定時期に合わせて標準仕

様書の見直しを予定しています。
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２．検討論点１の概要について

○ 検討論点１「補装具費支給決定情報の障害福祉ＤＢへの連携対応の検討」は、令和10年度以降に補装具費支給
決定情報を第三者提供できる仕組みを構築することが検討されており、そのために自治体から補装具費支給決定
情報を障害福祉ＤＢへ連携する必要があることから、必要となる機能等について標準仕様書の見直しを予定してい
ます。

:既存のデータフロー

■障害福祉ＤＢデータの流れ（令和９年度末想定）

障害福祉サービス
データベース

第三者提供

【厚生労働省・こども家庭庁】【国保連合会・国保中央会】

電子請求
受付システ
ム

給付費明細書
データ

受給者台帳デ
ータ等

障害
審査
支払
等シス
テム

【事業所】

【市区町村等】

簡易入力システム
取込送信システム

伝送
通信
ソフト

障害支援区分
判定ソフト

受給者台帳
データ

障害支援区分認定
データ

事務システム

:令和９年度整備予定(障害福祉ＤＢ改修等作業)

【都道府県】
・自治体分取りまとめ
・都道府県分集計
・障害者（児）福祉計画策定
・障害者（児）福祉計画実績管理

計画実施状況調査
機能

定型帳票作成機能
データ可視化機能

計画策定機能
（計画管理機能）

【医政局】

補装具情報
匿名化ソフト

補装具費支給
申請決定簿情報

補装具情報提出
機能

情報連携基盤

① 成果目標、活動指標の計画値・実績
値の登録

② 他自治体情報の閲覧

③ 成果目標、活動指標の推移のグラフ化
④ データダウンロード

【出典】 令和９年度各部局の概算要求参考資料「令和９年度概算要求の概要（障害保健福祉部）」 一部改変
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３．検討論点２の概要について

○ 検討論点２「令和９年度報酬改定に向けた対応の検討」は、「第55回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」
（令和８年４月28日開催）の「資料５ 令和９年度障害福祉サービス等報酬改定に向けた検討の進め方について
（案）」に示されるスケジュールを踏まえ、標準仕様書に影響がある場合は所要の見直しを予定しています。

【出典】 第55回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム（令和８年４月28日） 「資料５ 令和９年度障害福祉サービス等報酬改定に向けた検討の進め方について（案）」

・令和８年11月の検

討内容及び12月の取

りまとめ内容により、

標準仕様書への影響

を調査する予定です。

・その後、令和９年

２月の報酬改定案に

より、標準仕様書へ

の影響を調査する予

定です。

・調査により、標準

仕様書に影響がある

場合は、令和９年３

月改定の可能性も含

めて検討する予定で

す。
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４．検討論点３の概要について（１／２)

○ 検討論点３「一部機能経過措置の対象機能等の標準化基準上の取扱いに係る検討」は、「地方公共団体情報シス
テム標準化基本方針」において令和９年度末までに所要の検討を行うとされていることを踏まえて、一部機能の経過
措置となった対象機能等についての検討を予定しています。

【出典】 デジタル庁ホームページ 「標準準拠システム移行後の経過措置（一部機能の移行後の実装等）について」

具体的な検討方針（案）

については、次頁以降の

とおりです。
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４．検討論点３の概要について（２／２)

○ 障害者福祉に関する一部機能経過措置の対象機能等は、未実装機能209件、未実装帳票10件、残存機能33件、
残存帳票126件となっています。未実装機能及び未実装帳票は、実装必須とされている機能及び帳票のうち、実装
するまで最長３年間（令和10年度末まで）の経過措置が認められたものであり、残存機能及び残存帳票は、ホワイト
リスト方式により実装が認められないものを含む実装不可機能のうち、削除するまで最長３年間（令和10年度末ま
で）の経過措置が認められたものです。これらの対象機能等について、標準化基準上の取扱いに係る検討に資する
よう、事務局において以下のイメージで分類化し、対応方針（案）を示す予定です。


